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§１ 総則 

 

１ 関係各課との事前相談・協議 

(1)建築基準法（以下「法」という。）第 42 条第 1 項第 5 号の規定による道路の位置の

指定を受けた道（以下「位置指定道路」という。）は、都市計画法第 29条第 1項の規

定により許可を受けなければならない開発行為以外の道路を対象とする。なお、許可

の対象であるか否かについては、必要に応じて開発許可権者に確認する。 

(2)地区計画等の区域内の場合は、地区計画所管課所と連絡調整し、位置指定道路の配

置、規模及びその区域が適正かどうか確認する。 

(3)申請者は、当該申請に係る道路及びその利用宅地の区域に接する道路（市道、国道、

県道）、水路、河川、下水道（汚水及び雨水）の放流及び上水道の給水等について所

管課所と事前相談･協議を行い、当該道路位置指定等を行うことに支障のないように

するものとする。 

(4)申請者は、申請区域について文化財保護法に基づき事前に教育委員会と協議し、そ

の指示に従うものとする。 

 

２ 関係権利者の承諾 

(1)申請にあたっては、次のとおり承諾を得るものとする。 

ア 当該申請に係る位置指定道路となる土地、自動車転回広場となる土地又はそれら

の土地にある建築物若しくは工作物に関して所有権、対抗要件を備えた借地権若し

くは登記された権利を有する者又はこれらの権利に関する仮登記等の登記名義人。 

イ 当該申請に係る位置指定道路となる土地に沿接する土地、自動車転回広場となる

土地に沿接する土地又はそれらの沿接する土地にある建築物若しくは工作物に関し

て所有権を有する者。ただし、公有地で、当該申請に係る位置指定道路となる土地

に沿接する土地、自動車転回広場となる土地に沿接する土地又はそれらの土地に沿

接する土地にある建築物若しくは工作物に関してやむを得ないと認めた場合には承

諾を必要としない。 

ウ 私道（法第 42条の規定による道路に限る）に接続して指定を受ける場合は、その

私道に関して所有権を有する者。 

エ 建築基準法施行令（以下、「法施行令」という。）第 144条の 4第 1項第 1号ロ（P16）

による公園、広場その他これらに類するものに接続している場合は、自動車が転回

することについて承諾をすることができる権利を有する者。 

オ アからエについて共有物件の場合は、これらの権利を有する者全員とする。 

カ 上記のアに該当する者の中から選出された当該申請に係る位置指定道路となる土

地、自動車転回広場となる土地を法施行令第 144条の 4第 1項及び第 2項に規定す

る基準に適合するよう管理する者（以下「管理者」という。）ただし、管理者は上記
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のア全員の同意のもと、その他の者へ委任することができる。委任する場合は委任

状（任意様式）を申請書に添付すること。 

 

(2)承諾についての一般事項 

ア 公有地については、その管理する者の承諾でよいものとする。 

イ 権利者が未成年者又は成年被後見人等の場合は、法定代理人の承諾を要するもの

とする。 

３ 位置指定道路及び自動車転回広場の分筆 

(1)原則として、位置指定道路となる土地と自動車転回広場となる土地とを分けて土地

地番を分筆し、それらの土地と宅地とは分けて土地地番を分筆するものとする。 

(2)既存の位置指定道路の全部を取消す場合については、分筆しなくてもよいものとす

る。 

 

４ 道路の位置の変更、取消しの一般事項 

(1)法第 43条の規定に抵触する敷地が生じない場合は認めるものとする。 

(2)通り抜け道路の一部取消しは、原則として認めないものとする。 

(3)位置指定道路の幅員を一部だけ変更することは、原則として認めないものとする。 

(4)取消しにより路地状となる敷地が生ずる場合は、路地状部分の土地の使用関係を明

確にし、借地の場合は建築敷地としての使用承諾を得るものとする。 

(5)避難通路（昭和 40年 11月 16日 建第 944号(埼玉県旧基準)で制定、昭和 46年 2月

23日 建第 2853号で廃止）のみの取消しは、認めないものとする。しかしながら、位

置指定道路の延長が 35ｍ以下である場合等は、位置指定道路の関係地権者より同意を

得ることで取消しできるものとする。なお、避難通路のみの取消しについては申請手

数料はかかりません。 

(6)開発区域内等における取扱いについては、朝霞市建築基準法施行細則第７条の２ 

（P17）によるものとする。 

(7)平成 30 年 9 月 25 日より前に道路の位置の指定を受け、かつ同日以降に指定の変更

を受けていない位置指定道路について取消しの申請を行う場合、管理者の承諾は不要

とする。 

 

５ 現地調査、検査 

(1)市長は、申請者から道路位置指定申請書（様式第 7号）、道路変更（取消）申請書（様

式第 9号）の提出があったときは、審査に必要な現地調査を行うものとする。 

(2)市長は、(1)の審査を終了したときは、申請者に対して道路築造計画承認書（第１号

様式）を交付するものとする。 

(3)申請者は、道路築造工事が完了したときは、市長に対してすみやかに道路築造完了
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届（第２号様式）を提出し、検査を受けなければならない。 

 

 

６ その他 

この基準に定めるほかに必要な事項は、市長が別に定めることができる。
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§２ 指定の取扱い基準 

 

１ 延長 

(1)位置指定道路の各部分の中心線の長さの合計とする。 

(2)水路に橋等をかけて取り付ける場合の延長は、水路部分を含むものとする。 

          Ｌ1 

                               水路 

    道                       道 

                     Ｌ2 

    路                       路 

                                   水路占用 

        Ｌ＝Ｌ1＋Ｌ2                     Ｌ 

 

 

(3)法第 42条第 2項による道路に取り付ける場合は、その道路の見なし境界線から計る

ものとする。 

  2m  2m     道路の見なし境界線 

 

 

 

 

 

 Ｌ 

 

２ 幅員 

(1)位置指定道路の中心線に直角に計り、各部分について 4ｍ以上なければならない。な

お、開渠でない道路側溝等を含み、法敷は除くものとする。 

(2)法第 42条の道路でない道（例えば幅員 1ｍ）を含めて指定するときは、その道幅を

含めた幅員とする。 

 

    

                               幅員４ｍ以上 

         

         

    道 路                    法面 

位置指定道路 

4ｍ以上 

4ｍ以上 
4ｍ以上 

道路の中心線 

道路中心線 

42条 

2項 

道路 
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３ 水路の扱い 

(1)水路の場合で、その幅員が 1ｍ未満のものは、法第 42条第 2項による川に含めない

ものとする。 

(2)公図上の水路は、現況が道路の状態であれば道路として扱うものとする。ただし、

水路部分については、その部分の使用の許可等を受けるものとする。 

 

 

４ すみ切り 

(1)曲り角が 60度以下になる鋭角の角敷地は、剪除長を 2ｍ以上とする。 

 

                          120度以上の場合すみ切り不要 

      

               

道 路               道 路  60度以下 

 

                          

                           2ｍ 

 

 

(2)法施行令第 144条の 4第 1項第 2号ただし書き（P16）において規定されている特定

行政庁が周囲の状況によりやむを得ないと認めた場合は、次のア又はイによるものと

する。 

 

ア 両側すみ切りが不可能な場合で、片側に次のいずれかのすみ切を設けた場合。 

      3ｍ                                4ｍ                           

                                      

        

        位置指定道路                      位置指定道路 

       道 路                    道 路 

                                          

                                     

                      隣接地の承諾が得られない場合等 

既存建築物、高く賢固な擁壁         ただし、塀、柵等を設ける（P8） 

若しくはがけ等がある場合等 

4ｍ以上 

2ｍ 

2ｍ 

2ｍ 

2ｍ 

位置指定道路 

3ｍ 2ｍ 

位置指定道路 
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イ 歩道部分の幅が 2ｍ以上の道路に接続できる場合。 

    車 道   歩 道 (2ｍ以上) 

                     

                     

                    

                       

                          

 

 

 

 

(3)法第42条の道路に水路をはさんで接続される場合は、次のアからウに掲げるとおり、

すみ切りを設けた場合と同等以上の長さを含む有効な幅員を有する水路の使用の許

可等を受けるものとする。 

 

ア W＜1ｍの場合            イ 1ｍ≦W＜2ｍの場合 

       水路                      水路 

                                   

                                    2ｍ 

   道 路         位置指定道路         道 路 

                                         4ｍ以上 

  水路占用        ２ｍ           水路占用       2ｍ 

          w                       w 

 

 

ウ W≧2ｍ 

      水路 

              2ｍ 

 

   道 路        位置指定道路 4ｍ以上 

 

水路占用       2ｍ 

           w 

 

  

  位置指定道路 

 

4ｍ以上 

 

2ｍ 

 

2ｍ 

 

位置指定道路 

 

 

2m 
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５ 構造 

(1) 側溝等は、原則として位置指定道路の両側に設けるものとする。 

 

        道路幅員  

 

    蓋：コンクリート、グレーチング    宅地 

 

     側溝、Ｕ字溝 

 

 

 

(2) 道路の位置は、その指定、変更を受けた区域を(1)の側溝等やコンクリートその他

の耐水材料で造られている縁石等を設けて境界を明らかにする。 

(3)法施行令第 144条の 4第 1項第 4号ただし書き（P16）により階段状とすることがで

きる場合は、次に掲げる要件に該当する場合とする。 

ア 延長は、35ｍ以下とし、かつ、位置指定道路を利用する建築物は原則として 8戸

以下であること。 

イ 階段は、石造又はコンクリート造とし、けあげは１８ｃｍ以下、踏面は２６ｃｍ

以上、高さ４ｍ以内ごとに踏幅 1.2ｍ以上の踊場を設けること。 

 

                  

 

 

                     

 

 

６ 自動車転回広場 

(1)基準は、別図（P9）による。 

(2)縁石等を設けて境界を明らかにする。 

(3)位置の標示をする。 

(4)砂利敷その他ぬかるみとならない構造とする。 

(5)大きさ 

ア □型の場合 

  ① 2台停車･････間口 6ｍ以上で、面積 40㎡以下とする。 

  ② 1台停車･････間口 4ｍ以上で、面積 30㎡以下とする。 

けあげ18ｃｍ以下 

踏面26ｃｍ以上 

踊場の幅1.2ｍ以上 
位置指定道路の 

高さ４ｍ以内に 

踊場 

Ｌ型側溝 

雨水管 

 

道路幅員 

 

宅地  
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イ ○型の場合  

  道路の中心線を中心として半径 7ｍ以上で、面積 165㎡以下とする。 

ウ すみ切りを設けた場合は、角地の隅角をはさむ辺の長さ 1ｍとする。 

※車の大きさ･････道路運送車両法施行規則別表第 1に規定する小型四輪自動車の

大きさは幅 1.7ｍ以下、長さ 4.7ｍ以下 

 

７ 防護施設等 

(1)位置指定道路が屈曲し又はがけ等に面することにより、避難及び通行の危険を伴う

恐れがある個所には防護柵、擁壁等の防護施設を設置するものとする。 

(2)がけ地の上に指定する場合で、がけに近接する部分には、安全上柵等を設けるもの

とする。 

(3)隣接地の承諾がとれないため、やむを得ず隣接地境界線から離して位置指定道路を

設ける場合は、原則として 25ｃｍ以上離すものとする。なお、この場合には、位置指

定道路との間に塀、柵等を設けて位置指定道路が隣地に接していないことが一見して

わかるようにする。 

                     

       ４ｍ以上     ガードレール     

宅地                       塀又は柵等 

                         25cm以上離す 

                             

 

道路幅員(4m以上) 

 

８ 維持管理 

(1)位置指定道路の管理者及びその敷地の所有者は、当該道路を常に適正な状態に保つ

よう努めなければならない。また、道路の権利を移転する場合は、維持管理について

も継承するものとする。

隣地境界線 
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別 図 

 

１ 自動車転回広場の取付け基準例 
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２ 自動車転回広場の基準例 
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転回広場35ｍ以内 

転回広場35ｍ以内 

起
点 

起
点 
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建築基準法施行令第１４４条の４第１項 

(道に関する基準） 

法第４２条第1項第５号の規定により政令で定める基準は、次の各号に掲げるものとする。 

一 両端が他の道路に接続したものであること。ただし、次のイからホまでのいずれかに

該当する場合においては、袋路状道路（法第４３条第３項第５号に規定する袋路状道路

をいう。以下この条において同じ。）とすることができる。 

 イ 延長（既存の幅員６ｍ未満の袋路状道路に接続する道にあっては、当該袋路状道路

が他の道路に接続するまでの部分の延長を含む。ハにおいて同じ。）が３５ｍ以下の

場合 

 ロ 終端が公園、広場その他これらに類するもので自動車の転回に支障がないものに接

続している場合 

 ハ 延長が３５ｍを超える場合で、終端及び区間３５ｍ以内ごとに国土交通大臣の定め

る基準に適合する自動車の転回広場が設けられている場合 

 ニ 幅員が６ｍ以上の場合 

 ホ イからニまでに準ずる場合で、特定行政庁が周囲の状況により避難及び通行の安全

上支障がないと認めた場合 

二 道が同一平面で交差し、若しくは接続し、又は屈曲する箇所（交差、接続又は屈曲に

より生ずる内角が１２０度以上の場合を除く。）は、角地の隅角を挟む辺の長さ２ｍの

二等辺三角形の部分を道に含む隅切りを設けたものであること。ただし、特定行政庁が

周囲の状況によりやむを得ないと認め、又はその必要がないと認めた場合においては、

この限りでない。 

三 砂利敷その他ぬかるみとならない構造であること。 

四 縦断勾配が１２％以下であり、かつ、階段状でないものであること。ただし、特定行

政庁が周囲の状況により避難及び通行の安全上支障がないと認めた場合においては、こ

の限りでない。 

五 道及びこれに接する敷地内の排水に必要な側溝、街渠その他の施設を設けたものであ

ること。 

 

建設省告示第１８３７号 

建築基準法施行令第１４４条の４第１項第１号ハの規定により国土交通大臣が定める

自動車の転回広場に関する基準は、次の各号に掲げるものとする。 

１ 道の中心線から水平距離が２ｍをこえる区域内において小型四輪自動車（道路運送車

両法施行規則別表第１に規定する小型自動車で四輪のものをいう。次号において同じ。）

のうち最大なものが２台以上停車することができるものであること。 

２ 小型四輪自動車のうち最大なものが転回できる形状のものであること。 
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朝霞市建築基準法施行細則第 6 条 

(道路位置指定申請) 

１ 法第 42 条第 1 項第 5 号の道路の位置の指定を受けようとする者は、道

路位置指定申請書(様式第 7 号)に法施行規則第 9 条に規定する書類のほか、

道路位置図(指定・変更・取消し)(様式第 8 号)を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 市長は、前項の申請に基づいて道路の位置を指定したときは、その旨を

公告し、かつ、申請者に道路位置指定通知書(様式第 8 号の 2)により通知

するものとする。 

 

同第 7 条 

(私道の変更又は取消し) 

１ 法第 42 条第 1 項第 5 号又は同条第 2 項の指定を受けた私道の変更又は

取消しを受けようとする者は、道路変更(取消)申請書(様式第 9 号)に前条

に規定する道路位置図(指定・変更・取消し)を添えて市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の申請に基づいて当該指定の変更又は取消しをしたときは、

その旨を公告し、かつ、申請者に道路変更(取消)通知書(様式第 9 号の 2)

により通知するものとする。 

 

同第 7 条の 2 

(開発区域内等の私道の変更又は取消しの特例) 

次の各号のいずれかに該当する開発行為又は事業に係る前条第 1項の規定

による私道の変更又は取消しについては、同条の規定にかかわらず、法第 43

条の規定に抵触する敷地を生ずる場合を除き、当該開発行為又は事業の工事

の着手をもって、当該私道の変更又は取消しがあったものとみなす。 

(1)都市計画法の規定による許可等を受けて行う開発行為又は都市計画事 

 業 

(2)都市再開発法の規定による認可を受けて行う市街地再開発事業 

(3)土地区画整理法の規定による認可を受けて行う土地区画整理事業 

(4)道路管理者が行う道路の新設事業又は改良事業

JavaScript:void%20fnInyLink(102540,'2600100004180629h.html','TOP')
JavaScript:void%20fnInyLink(102540,'2600100004180629h.html','TOP')
JavaScript:void%20fnInyLink(102540,'2600100004180629h.html','TOP')
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§３ 申請書類の作成要領 

 

１ 新設申請に必要な図書 

道路位置指定申請書（様式第７号）正及び道路位置指定通知書（様式第７号の２)副の

各 1部に次に掲げる図書とする。 

 

(1)委任状  代理者のいる場合 

(2)道路位置図（様式第８号） 正本…原図（折って封筒に入れる）と写し 各１枚 

                副本…写し １枚 

(3)現況写真  Ａ４の用紙に印刷又は貼り付ける 

(4)登記簿謄本  申請に係る位置指定道路及び自動車転回広場の部分 

登記事項要約書  道路となる土地に接する土地等の部分とし、交付年月日を記入 

(5)印鑑証明書  当該申請に係る位置指定道路又は自動車転回広場の部分の土地に関

して権利を有する者及び管理者（官公庁の場合は不要） 

(6)区画面積求積図  道路、自動車転回広場、利用宅地を分けて求積したもの 

(7)現況平面図 

(8)土地利用計画図 

 (9)排水計画平面図及び縦断図（雨水・汚水） 道路の縦断勾配を記載 

(10)その他、必要に応じて添付する資料 

・電柱の位置の協議書 道路新設予定地に電柱が存する場合又はやむを得ず道路新設

予定地に電柱を新設する場合に添付する 

・既存建築物のチェック資料等（道路斜線の検討等） 

・関係法令に基づく許可書等（道路(水路)占用許可書又は使用許可書）の写し 

・住民票  登記簿謄本に記載している住所と現住所が異なる場合に添付する 

・相続関係を表した図  相続関係を明らかにする必要があるときは、戸籍謄本、死

亡証明書等の写しを添付し、図面備考欄にその旨を記載する 

 

※ 図面のつなぎ合わせ目には、関係権利者全員、管理者及び代理者の割印を要する。 

※ 申請後に当該申請に係る位置指定道路又は自動車転回広場の位置を訂正する場合は、

その部分の権利者の訂正印を要するものとする。ただし、軽微な訂正（権利に及ばな

いもの）は代理者でよい。 

※ 道路の位置の指定を受けるまでの間に関係権利者又は管理者に権利の変動があった

ときは、申請書の記載事項を訂正（加入、削除）し、変動後の関係権利者又は管理者

の承諾印を押印の上、その者が判る図書を提出する。 
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２ 変更・取消し申請に必要な図書 

道路変更(取消)申請書（様式第９号）正及び道路変更(取消)通知書（様式第９号の２）

副の各１部に次に掲げる図書とする。 

 

(1)委任状  代理者のいる場合 

(2)道路位置図（様式第８号）  正本…原図（折って封筒に入れる）と写し 各１枚 

                副本…写し １枚 

(3)現況写真  Ａ４の用紙に印刷又は貼り付ける 

(4)登記簿謄本  申請に係る位置指定道路及び自動車転回広場の部分 

登記事項要約書  道路である土地に接する土地等の部分とし、交付年月日を記入 

(5)印鑑証明書  当該申請に係る位置指定道路又は自動車転回広場の部分の土地に関

して権利を有する者及び管理者（官公庁の場合は不要） 

(6)その他、必要に応じて添付する資料 

・既存建築物のチェック資料等（変更又は取消ししようとする道路及びそれに接する

敷地の利用状況図等） 

・関係法令に基づく許可書等（道路(水路)占用許可書又は使用許可書）の写し 

・住民票  登記簿謄本に記載している住所と現住所が異なる場合に添付する 

・相続関係を表した図  相続関係を明らかにする必要があるときは、戸籍謄本、死

亡証明書等の写しを添付し、図面備考欄にその旨を記載する 

・区画面積求積図  道路、自動車転回広場、利用宅地を分けて求積したもの 

・現況平面図 

・土地利用計画図 

  ・排水計画平面図及び縦断図（雨水・汚水） 道路の縦断勾配を記載 

・電柱の位置の協議書 道路新設予定地に電柱が存する場合又はやむを得ず道路新設

予定地に電柱を新設する場合に添付する 

 

※ 図面のつなぎ合わせ目には、関係権利者全員、管理者及び代理者の割印を要する。 

※ 申請後に当該申請に係る位置指定道路又は自動車転回広場の位置を訂正する場合は、

その部分の権利者の訂正印を要するものとする。ただし、軽微な訂正（権利に及ばな

いもの）は代理者でよい。 

※ 道路の位置の変更又は取消しの指定を受けるまでの間に関係権利者又は管理者に権

利の変動があったときは、申請書の記載事項を訂正（加入、削除）し、変動後の関係

権利者又は管理者の承諾印を押印の上、その者が判る図書を提出する。 
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３ 申請書及び通知書（様式第７号、第７号の２、第９号、第９号の２）の記載事項 

(1)申請者は、位置指定道路を新設、変更又は取消しを受けようとする者とする。 

(2)代理者及び図面作成者は、原則として建築士、測量士又は土地家屋調査士等とする。 

(3)道路となる土地（変更(取消し)となる道路）の地名地番は、当該申請に係る位置指

定道路の部分の地名、地番（地番及び号を含む）をいう。なお、自動車転回広場を含

む場合は、当該部分の地名、地番も記入する。 

(4)申請に係る道路（変更(取消し)となる道路）の概要は、当該申請に係る位置指定道

路についてそれぞれ次のとおりとする。 

ア 幅員は、各幅員をとるものとするが、不整形な土地で幅員を特定することが困難

な場合は、最小ｍ～最大ｍをとるものとする。 

イ 延長は、各幅員別の合計延長とする。 

ウ 面積は、実測によるものとする。 

(5)承諾欄は、次に掲げるとおりとする。 

ア 権利別に承諾者の住所、氏名及び承諾年月日を記入し、承諾印を押印する。 

イ 法定代理人、公有地管理者のある場合は、これらの資格を権利別欄に記入する。 

ウ 当該申請に係る位置指定道路又は自動車転回広場の部分の土地に関して権利を

有する者及び管理者の承諾印は、実印を使用する。ただし、官公庁の場合は、公印

とする。 

 

４ 道路位置図（指定･変更･取消し）（様式第８号）の記載事項 

 (1)申請書の記載事項を準用するものとし、「３．利用宅地総面積」は、申請に係る位置

指定道路（変更、取消しとなる部分の道路及び自動車転回広場を含む。）を利用する

宅地の面積の合計とする。 

 (2)付近見取図（法施行規則第９条） 

方位、当該申請に係る位置指定道路及び自動車転回広場の位置、付近の目標、街区及

び既存道路等の状況を明確に表示する。 

 (3)地籍図（法施行規則第９条） 

様式第８号の凡例に従って、次に掲げるとおり作成するものとする。 

ア 縮尺は、1／100から 1／300の範囲とし、やむを得ない場合には 1／600以上とす

ることができる。 

イ 方位は、付近見取図と一致させる。 

ウ 位置指定道路及び自動車転回広場の位置は、基点からの距離により表すものとす

る。この場合の基点とは、公道の角、地番号界等の不動点をいう。 

エ 地番号界及び地番号 

オ 既存建築物並びに工作物及び予定建築物並びに工作物の配置、用途及び出入口の

方向（矢印）を記入する。 
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カ がけ、擁壁等又は高低差のある場合は図示する。 

キ 敷地の区画割を記入し、併せて敷地の各辺の長さを記入する。路地状敷地の場合

は幅員・延長を記入する。 

ク 既存道路については、法第 42条各項各号の種別と位置、幅員を記入する。計画道

路については、位置、幅員を記入する。このほか、既存の位置指定道路については、

指定年月日、番号、幅員及び延長を記入する。 

ケ 土地の形態、状況を表すのに必要な表示及び事項（例えば、鉄道、市町村界、池、

立木等）を記入する。 

 (4)位置指定道路及び自動車転回広場の構造図 

ア 構造図は、横断面図とする。 

イ 縮尺は、1／50とする。 

ウ 側溝等及び標示杭の位置、杭の種類、路面の構造、排水の方法及びその他必要な

事項を図示する。 

 (5)位置指定道路の縦断図面 

申請に係る位置指定道路の縦方向に高低がある場合に添付するものとし、高低差、階

段勾配等を図示する。 

 (6)公図の写し 

縮尺は、1／500又は 1／600とする。 

 (7)承諾欄   

  各敷地又は地番号ごとに土地又は建築物若しくは工作物の権利者名又は管理者の別

を権利別に記入する。 

 

 

附 則 この取扱い基準は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、平成１８年６月１日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、平成１９年５月２３日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、平成２０年１１月１３日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、平成３１年３月１日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、令和元年９月１日から施行する。 
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附 則 この取扱い基準は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附 則 この取扱い基準は、令和６年４月２６日から施行する。 
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道路位置指定申請等の手続きフロー 

 

開発建築課        関係各課 

 

      事 前 相 談           事 前 相 談 

 

 

道路位置指定の申請 

 

         書類審査 

 

決裁       ※着工前に関係各課に必要書類を 

                  提出してください。 

道路築造工事着工の連絡    ・道路占用許可申請書 

    ・道路築造計画承認書        ・排水設備等計画確認申請書 

・給水装置工事設計審査･工事検査申請書 

 

 

道路築造工事完了の報告       関係各課の検査実施 

    ・道路築造完了届 

                 現場検査 

 

   完了検査の実施           検査合格 

 

現場検査 

       検査合格 

 

決裁 

道路位置の指定・通知 

 

 

     位置指定の告示 
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第１号様式 

朝開発第      号 

                               年  月  日 

 

道 路 築 造 計 画 承 認 書 

                              

申請者          様 

 

 

   年  月  日付で申請のありました下記の道路位置指定、（変更）については、朝霞市道路位置

指定等取扱い基準§１．５（２）の規定に基づき道路築造計画を承認します。 

なお、築造工事が完了したときは、すみやかに道路築造工事完了届（第２号様式）を提出してくださ

い。 

 

 

                            朝霞市長  

                                   （公印省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意１．この承認書は、道路位置指定通知書ではありません。 

２．道路位置指定又は変更を受けるためには、道路築造工事完了後、「道路築造完了届」を市長に提

出し、完了検査を受ける必要が有ります。 

 

 

１ 申請者住所    

氏   名    

２ 申請道路の   朝霞市 

地名及び地番   

３ 申請道路の   幅員    ｍ、延長      ｍ、面積      ㎡ 

幅員・延長    

転回広場    転回広場   箇所、面積      ㎡  

４ その他の事項   
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第２号様式 

道 路 築 造 完 了 届 

                                年   月   日 

 

 朝霞市長      宛 

 

                      申請者住所  

                      氏   名  

 

年  月  日付で承認を受けました下記の道路築造計画について、道路築造の工事が完了

したので届出します。 

 

１ 道路位置指定 

（道路変更）申請書の申請

年月日     

年  月  日  

２ 申請道路の地名及び地

番（自動車転回広場とな

る土地を含む） 

朝霞市 

３ 工事完了年月日    年   月   日  

４ 関係各課と完了検査日、

支障の有無等協議を行

い、担当者に記入しても

らってください。   

 

□ 道路整備課（道路工事）     検査  年  月  日  

（水路工事）     検査  年  月  日 

担当者：    捺印 支障の有無等                 

                                  

□ 下水道施設課 （雨水接続工事）  検査  年  月  日 

担当者：    捺印 支障の有無等                 

                                  

□ 下水道施設課 （汚水接続工事）  検査  年  月  日 

担当者：    捺印 支障の有無等                 

                                  

□ 水道施設課 （給水引込工事）  検査  年  月  日 

担当者：    捺印 支障の有無等                 

                                  

□ その他 

担当者：    捺印 支障の有無等                 
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